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我が国観測史上初めて、震度７が２回、震度６弱以上が７回発生した平成２８年

熊本地震から半年が経過しました。県内では、１７万棟を超える家屋被害や大規模

な土砂災害をはじめとした広範かつ甚大な被害が発生し、その被害額は

３兆７，８５０億円（熊本県試算）にも上っています。 

貴公庫におかれましては、これまで、被害を受けた中小企業・小規模事業者から

の融資や返済に関する相談に、迅速かつきめ細やかな対応をいただき御礼申し上げ

ます。 

貴公庫をはじめ、多方面からの支援をいただいたおかげで、県内の景気動向は、

復興需要の顕在化が進む下で、緩やかな回復基調を示しております。しかしながら、

製造業、農水産業、あるいは保健・医療・福祉、観光産業などのサービス業といっ

た地域産業の多くは、熊本地震により大きな被害を受けており、特に小規模事業者

にとっては依然として厳しい経営環境が続いております。 

また、熊本県が目指す「創造的復興」のためには、起業・創業を促進し、新しい

活力の創出が必要不可欠ですが、県内の創業関連の融資・保証実績は熊本地震後、

大きく落ち込んだままであり、地域経済が復興の軌道に乗ったというには程遠い状

況でございます。 

つきましては、熊本県経済の更なる発展につながる「創造的復興」が実現できる

よう、貴公庫の平成２９年度予算において、「平成２８年熊本地震の被災地におけ

る支援措置（被災者創業、被災地創業）」を創設し、一層の復興対策を講じていた

だくことを強く要望いたします。 
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